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Ⅰ はじめに

親会社-海外子会社間関係に関するマネジメ

ントは，多国籍企業にとって重要な課題であり，

多くの研究が蓄積されてきた。Baliga and Jae-

ger［1984］は，多国籍企業にとって，コント

ロールシステムと権限委譲の問題はきわめて大

きな課題であると論じた。また，多国籍企業に

おける親会社と海外子会社のコミュニケーショ

ンが与える効果（Ghoshal and Bartlett［1988］;

Nobel and Birkinshaw［1998］），多国籍企業グ

ループの中における位置づけの違いによる海外

子会社の役割の分化（Birkinshaw, et al.［1998］）

などの側面についても論じられてきた。

多国籍企業は分化したネットワーク（diffe-

rentiated network）と表現され，それぞれの外

部環境に対し海外子会社を通じて異なった形で

対応するが（Nohria and Ghoshal［1997］），親会

社-海外子会社間関係の各側面は，海外子会社

のあり方に大きく影響を与えており，海外子会

社の現地市場における適応活動にも重要な影響

を与えると考えられる。本稿では，親会社-海

外子会社間関係のこうした組織的諸要因が海外

子会社の現地適応活動にどのような影響を及ぼ

すのかを明らかにすることが目的である。

近年，先進国市場の成長が鈍化する一方で，

次代の成長市場として，BRICs をはじめとする

新興国市場が急速に伸びてきている。新興国市

場でビジネスを展開する際，企業は現地国政府

の要請・規制，現地における部品市場，製品市

場，労働市場の状況といった現地特有の環境に

対して適応（adaptation）活動を行う必要があ

る。ここにおいて，日本企業を含む先進国企業

が直面する課題とは，本国で培ってきた能力が，

新興国市場に単純に適用することができない可

能性が高いことである。これまでに事業を成功

に導いてきた先進国企業の戦略は先進国市場を

ベースに形成され，能力もおおむね本国など先

進国市場に依拠しているため，市場条件や資源

条件が大きく異なる市場に参入する場合には新

たな能力開発が必要になるからである（天野

［2010］）。したがって，新興国市場開拓が急務

とされる近年，多くの日本企業を含めた多国籍

企業にとって，自社で蓄積されなかった新たな

能力の開発を行うことが重要な課題となってき

ている。これは，組織学習論のMarch［1991］

による探索活動（exploration）に相当する。こ

うした新たな能力の開発を通じて現地環境に適

応することを，本稿では「探索的適応（explor-

ative adaptation）」と定義する。

これに対し，既存研究では，現地適応につい

て，現地で新たな能力を構築することによって

適応する場合と，既存の能力を活用することに

よって適応する場合を区分せず，両者を含んだ

意味で適応の概念を用いている。本稿では，既

存研究におけるこうした適応の捉え方を「古典

的適応（classical adaptation）」と定義し，新興

国市場戦略で重要と考える「探索的適応」と対
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置して扱う。

本稿の目的は，「探索的適応」が，組織論の観

点からどのように規定されるのかを，「古典的

適応」と比較しながら分析することである。す

なわち，親会社-海外子会社間関係の諸要因―

「自律性」，「コミュニケーション」，「海外子会

社の多国籍企業グループ内での位置づけ」，「公

式化」，「社会化」―が，古典的適応と探索的適

応にどの程度影響を及ぼすのか，またその影響

はどのように異なるのか，という課題に答えよ

うとするものである。

アンケート調査に基づく分析の結果，「社会

化」は古典的適応と探索的適応の双方に正の影

響を与え，「海外子会社の位置づけ」は，探索的

適応を促進することが認められた。他の要因で

ある「自律性」，「コミュニケーション」と「公

式化」は，古典的適応と探索的適応の両者につ

いて有意な効果が確認できなかった。

本稿の構成は以下の通りである。まず第Ⅱ節

では適応に関連する既存研究のレビューを行

い，「探索的適応」と「古典的適応」の概念につ

いて定義した後，問題提起をする。続く第Ⅲ節

では，親会社-海外子会社間関係の諸要因が「古

典的適応」と「探索的適応」に与える影響につ

いて仮説を導出する。第Ⅳ節では，実証分析の

ためのデータの収集と変数の作成の方法につい

て説明する。第Ⅴ節では，回帰分析の推計結果

に基づいて仮説を検証し，議論する。最後に第

Ⅵ節で結論およびインプリケーションを提示す

る。

Ⅱ 既存研究の検討と問題提起

多国籍企業におけるマネジメントには常にグ

ローバル統合と現地適応の相反する方向へのプ

レッシャーが働いている（Prahalad and Doz

［1987］; Bartlett and Ghoshal［1989］）。グ

ローバル統合は，オペレーションをグローバル

規模で標準化することにより，規模の経済を追

求することを意味するのに対し，現地適応は，

ホスト国政府の要請，規制，ローカル・マーケッ

トのニーズや特性といった現地固有の環境に適

応することを意味する。グローバル統合-現地

適応のパラダイム（Prahalad and Doz［1987］）

は，多国籍企業の戦略（Prahalad and Doz

［1987］; Bartlett and Ghoshal［1989］; Roth

and Morrison［1991］）と海外子会社の役割類

型（Jarillo and Martinez［1990］）を分析するた

めの強力なフレームワーク「グローバル統合-

ローカル適応のフレームワーク（I-R フレーム

ワーク）」を提供している。これまでの研究に

おける現地適応は，基本的に I-R フレームワー

クを前提とし，そのもとで親会社と海外子会社

の適応行動がどのようなポジションに位置づけ

られるかについて論じられることが多いが，本

研究は現地適応の概念をより精緻化し，それが

どのような要因によって規定されるかについて

分析する。

Luo［2001］は，現地国における環境要因，産

業構造要因，そして組織要因が海外子会社の現

地適応に与える影響について論じている。環境

要因である環境の複雑性と商習慣の特異性，産

業構造要因である競争の度合いや需要の不均質

性や部品の現地化，そして組織要因である海外

子会社の現地市場指向とビジネス・コミュニ

ティや政府機関とのネットワークが，現地適応

を促進するとした。Lee et al.［2009］では，知

識のコード化が海外子会社の現地市場適応にプ

ラスの影響を与えており，親会社が所有する知

識や情報が海外子会社の事業内容と関連性が強

いほど，知識のコード化を通じて海外子会社の

現地適応に影響を及ぼすとされている。Kob-

rin［1991］では，技術の集約度（technological

intensity）と広告の集約度（advertising in-

tensity）がグローバル統合を促進する要因であ

ると論じており，Birkinshaw, et al.［1995］は，

市場需要の標準化，国家優位性およびグローバ

ルな競争行動がグローバル統合の程度に重要な
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影響を与えると主張している。Kobrin［1991］

と Birkinshaw, et al.［1995］の研究は，グロー

バル統合に影響する要因について論じているも

のの，それは裏を返せば，現地適応に影響する

要因を論じているものと解釈できる。

一方，マーケティング研究における標準化・

適応に関する議論は，グローバル統合・現地適

応のフレームワークを製品政策に適用した議論

と基本的に一致している。Cavusgil, et al.

［1993］は適応の決定要因について，製品の適

応を，現地市場への参入時および参入後に分け

て測定し，議論している。その結果，市場参入

時での適応が，主に現地政府の法的もしくは技

術的規制に対する適応であるのに対し，市場参

入後の適応は，現地市場の特性・異質性に対応

したものであると結論付けている。

ここまで，適応の要因についての既存研究を

レビューしたが，適応には新たな能力が必要か，

新たな能力の構築を通して適応するのか，その

ような能力の構築に影響するのはどのような要

因か，といった問題は問われていない。本国か

ら移転されてきた能力が現地適応上重要な役割

を果たすという議論がある一方で（Dunning

［1994］; Hymer［1976］），本国の組織能力が

組織の硬直性に繋がる場合には，既存の優位性

が逆に適応を阻害するという議論もある

（Levinthal and March［1993］）。以上から，既

存研究では適応について概念的に検討されてい

ない問題が残っていると言える。

従来の国際経営研究においては，本国資源の

優位性の前提（Dunning［1994］）と，コスト節

約の論理（Rugman and Verbeke［2004］,［2005］;

Hennart［2009］）に基づいて，本国で蓄積した

能力を，海外に移転・活用して適応するものと

捉えられてきた。しかしながら，新興国市場開

拓においては，他の先進国における市場開拓と

異なり，優位性をもつと思われる本国の能力を

現地市場に活用するだけでは適応できない可能

性が高くなり，本国で蓄積されなかった能力を

新たに開発・構築することが必要となってくる。

本稿では，March［1991］の「活用」と「探索」

の概念を企業の海外展開の議論に応用し，親会

社および海外子会社の既存の能力の活用による

適応を「活用的適応」とし，探索活動による新

しい能力の構築に基づく適応を「探索的適応」

とする。例えば，Cavusgil, et al.［1993］では，

製品が修正・改変されているか否かを適応の測

定基準としているが，その基準では，製品の設

計が新しくなった際，その新しい設計が既存の

ルーティン（これまでと同じやり方）に則って

設計された場合と，新たなルーティン（これま

でとは異なったやり方）に従って設計された場

合とが区別されない問題が生じる。我々の区別

に従えば，製品の開発がこれまでとは異なった

やり方で進められたならば，新しい能力の構築

による「探索的適応」に相当する。一方，製品

の開発がこれまでと同じやり方で進められたも

のであるとき「活用的適応」であるとみなす。

概念的には，それは親会社の既存能力によるも

のと，海外子会社が過去に現地で構築した既存

能力によるものの両方を含んでいるが，本研究

では親会社-海外子会社間関係に焦点を当てて

おり，この面からは，前者のタイプの適応を「活

用的適応」の典型的なものとみなす。

したがって，Cavusgil, et al.［1993］の研究に

おける「適応」には，現地子会社が過去に蓄積

した能力の活用による「活用的適応」，そしてよ

り典型的には，親会社の既存の能力の活用によ

る「活用的適応」，そして現地での新たな能力構

築による「探索的適応」の場合が含まれている。

本稿では，そのような既存研究における，未分

化な適応のカテゴリーを「古典的適応」と定義

する。その上で，とりわけ新興国市場戦略で重

要であると考えられる「探索的適応」をこれか

ら摘出し，区別して扱う。「古典的適応」は，製

品そのものが新しくなっている程度を測定基準

としているのに対し，「探索的適応」は，製品の

開発プロセス自体が，従来の開発プロセスある
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いは開発のやり方と異なっている程度を測定基

準とする。より具体的な測定方法に関しては，

第Ⅳ節の変数の測定方法の説明や付属資料を参

照されたい。

本稿の目的は，こうして区別された「探索的

適応」と「古典的適応」の規定要因を探り，そ

れらの要因の影響を比較分析することである。

海外子会社が受ける影響としては，海外に位置

することによる現地国環境（外部要因）の影響

と，多国籍企業グループの一員であることによ

る企業グループ（内部要因）の影響の，大きく

二つに分けられる。これらの両要因はともに

「古典的適応」と「探索的適応」に影響を与え

るが，本稿では，特に，内部要因である親会社-

海外子会社間関係の要因にフォーカスしてい

る。

Ⅲ 仮説提示

この節では，「古典的適応」と「探索的適応」

を規定する親会社-海外子会社間関係の要因と

して自律性，コミュニケーション，海外子会社

の位置づけ，公式化と社会化を考え，これらに

ついての仮説を提示する。

１ 自律性

自律性は，ローカル・ユニットとそれをコン

トロールする外部組織の間の意思決定権限の配

分に関わる（Garnier［1982］）。意思決定権限が

ローカル・ユニットに多く配分されれば，その

ローカル・ユニットは高い自律性が付与された

と言える。つまり，海外子会社の自律性は，多

国籍企業の海外子会社が戦略的または業務上の

意思決定権限を有している程度によって決ま

る。Ghoshal, et al.［1994］によれば，海外子会

社の自律性は，多国籍企業の重要な構造的属性

であり，海外子会社が現地市場やタスク環境の

要求に対処する上で大きな裁量権の行使を可能

にする。海外子会社は現地市場のニーズを的確

に評価する上で親会社より有利なポジションに

いるため，大きな自律性が与えられれば，現地

適応が進む可能性が高い。

自律性と逆の概念である集権化との関係を論

じた研究もある。集権化は，意思決定が組織階

層の上位レベルで行われる程度によって測定さ

れる。Ghoshal and Nohria［1989］によれば，集

権化は，意思決定プロセスが重要な戦略的およ

び政策的決定のほとんどについて親会社によっ

て階層的に組織化されている状態を指す。

Gates and Egelhoff［1986］は，こうした集権化

とグローバル製品の標準化とは正の関係にある

ことを示した。

以上のように，子会社が自律的であるほど，

現地環境を踏まえた意思決定を下すことが容易

になり，現地環境へ適応した製品の開発が進む

と考えられる。したがって，自律性と「古典的

適応」は正の関係であると推測できる。

一方，本稿での「探索的適応」は概念的にイ

ノベーションと近く，海外子会社のイノベー

ションに関する研究で論じられている論理や視

点は，「探索的適応」を議論する上でも有効であ

る。Ghoshal［1986］は，高い自律性は海外子会

社のイノベーションを促進するとし，Ghoshal

and Bartlett［1988］でも，海外子会社における

イノベーションは高い自律性と関連しているこ

とが示されている。製品の開発の中でもより高

度な活動の成果であるイノベーションは，より

高い自律性を必要とし，現地への適応の中でも

より高度な「探索的適応」も，高い自律性が認

められるほど促進されると考えられる。

仮説 1a：海外子会社の自律性が高いほど，「古

典的適応」が促進される。

仮説 1b：海外子会社の自律性が高いほど，「探

索的適応」が促進される。
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２ コミュニケーション

コミュニケーションは，対面接触，および電

話・手紙や電子メールなどの様々な媒体を通じ

て行われる情報交換のことを言う（Nobel and

Birkinshaw［1998］）。ここでいうコミュニケー

ションは，海外子会社と親会社または他の子会

社とのユニット間のコミュニケーション（in-

ter-unit communication）であり，具体的には，

会社間で管理者や技術者が，通信あるいは出

張・駐在を行い情報共有するという形でなされ

る。Ghoshal and Bartlett［1988］は，こうした

コミュニケーションの機能と，海外子会社にお

けるイノベーションの関係について分析し，海

外子会社はコミュニケーションによる情報共有

を通じて，親会社や他の子会社のイノベーショ

ンを採用（adoption）し，また，親会社や他の子

会社へイノベーションを伝播（diffusion）する

ことが可能になると論じている。彼らの考えに

よれば，ユニット間のコミュニケーションが活

発になるほど，イノベーションの採用もしくは

伝播が促進されることになる。こうしたイノ

ベーションは，海外子会社において現地適応を

促進する可能性が高い。したがって，海外子会

社と親会社または他の子会社とのコミュニケー

ションは，「活用的適応」を促進すると考えられ

る。

しかしながら，コミュニケーションを通じて

親会社もしくは他の子会社からイノベーション

成果を移転し活用するとしても，そうした経営

資源を移転すればするほど，活用型学習の近視

眼的状態に陥りやすく，新しい能力を構築する

「探索」活動が阻害される可能性は高くなる

（Levinthal and March［1993］）。したがって，

この面からは，コミュニケーションは「探索的

適応」に対してマイナスの影響を与えると考え

られる。

ただし，「古典的適応」には，「活用的適応」

と「探索的適応」の両方が含まれるため，コミュ

ニケーションが「古典的適応」に与える影響は，

どちらの効果がより大きいかに依存し，プラス

の場合とマイナスの場合の両方があり得る
1)
。

仮説 2a-i：海外子会社と親会社/他の子会社

とのコミュニケーションは，「古

典的適応」を促進する。

仮説 2a-ii：海外子会社と親会社/他の子会社

とのコミュニケーションは，「古

典的適応」を阻害する。

仮説 2b：海外子会社と親会社/他の子会社と

のコミュニケーションは，「探索的

適応」を阻害する。

３ 海外子会社の位置づけ

海外子会社は，現地国の制度的環境から受け

るプレッシャーと，多国籍企業グループの一員

として企業グループの制度的環境から受けるプ

レッシャーとの相克にさらされている。本稿で
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１）親会社と海外子会社の間のコミュニケーションは

単なる情報交換にとどまらず，親会社によるモニタ

リングの役割を果たしていると考えられる。伊藤・

菊谷・林田［2002］は，こうしたモニタリングが，

子会社の権限-責任関係（子会社に委譲された権限

と子会社が果たすべき責任という関係）に与えるプ

ラスとマイナスの影響について議論している。この

フレームワークを用いるなら，以下のような議論が

可能である。コミュニケーションが稠密になり，子

会社情報を親会社が把握するほど，一旦委譲した形

式的権限を越えて，親会社は子会社に実質的に介入

する誘惑が大きくなると考えられれば（Schmidt

［1996］），現地適応活動が阻害される可能性が高く

なる。他方，稠密なコミュニケーションによって親

会社は子会社の正確な情報の把握が可能となると考

えられれば，エージェンシー問題が緩和されるため，

より子会社に権限を委譲しやすくなり，現地適応活

動が促されると考えられる。どちらの効果が優勢か

は，実際のデータによって検証するほかない。伊藤

ら［2002］は，国内子会社について，モニタリング

は権限-責任関係にプラスの補完的関係をもつこと

を実証している。



は，多国籍企業の組織的要因を扱うため，多国

籍企業グループの制度的環境に焦点を当てる。

ここでいう制度とは，明文化されたフォーマル

な規則というよりもむしろ，組織的ないし社会

的な相互行為に正当性を与えるものである

（Zucker［1991］）。

海外子会社が，多国籍企業グループの他の会

社より高く評価されたり，信頼性が高いと承認

されたりすることは，多国籍企業グループにお

ける当該子会社のそのような位置づけに，制度

的な正当性が付与されることと同義である。そ

のようなポジションにいる海外子会社は，グ

ループ内で重視された，リーダー的役割を果た

す存在である。Birkinshaw, et al.［1998］は，

リーダー的存在であると正当化された海外子会

社（海外子会社のリーダーシップ）は，主導権

を取りイニシアチブを発揮しやすい可能性が高

いため，グループ企業に対する当該子会社の貢

献的役割を増強すると論じた。すなわち，海外

子会社のリーダーシップは，海外子会社の貢献

的役割に正の効果をもたらす。

ただし，海外子会社が多国籍企業グループに

貢献するためには，海外子会社独自の能力を開

発・構築することが必要となる。このような観

点から現地適応を考えると，そのポジションに

位置づけられる海外子会社は，親会社または他

の子会社からの能力の移転による「活用的適応」

は求められておらず，新しい能力の構築に基づ

く「探索的適応」こそ求められる可能性が高い。

さらに，Birkinshaw, et al.［1998］では，そう

いった海外子会社は，ある特定のプロジェクト

に経営資源を直接投入できる裁量権をもってい

るため，新しい能力の開発を進めやすいことを

示している。したがって，制度的な正当性の承

認という側面から見た海外子会社の位置づけ

は，「活用的適応」との関連性は薄く，「古典的

適応」との関係が曖昧であるのに対し，「探索的

適応」とは正の関係であると推測できる。

仮説３：海外子会社がグループ内で高い地位

に位置づけられるほど，「探索的適

応」が促進される。

４ 公式化と社会化

国境を越えた拠点間の調整問題は，国際経営

において主要な課題である（Porter［1986］）。

既存研究によれば，親会社-海外子会社間の調

整メカニズムの構成要素は，集権化（centra-

lization），公式化（formalization），社会化

（socialization）の３つが指摘されている

（Ghoshal and Nohria［1989］; Nobel and

Birkinshaw［1998］; Ambos and Schlegelmilch

［2007］）。これらのうち集権化は，海外子会社

の自律性と表裏の関係であり，上記の「自律性」

として論じたため，ここでは主に公式化と社会

化について検討していく。

4.1 公式化

公式化は，政策，ルール，職務記述書等々が

マニュアルおよびその他のドキュメントで書き

留められている程度を指す。公式化は，意思決

定のルーティン化として解釈されうる（Nelson

and Winter［1982］）。このように定義される公

式化は，行動の結果生じるアウトプットをコン

トロールするのではなく，行動自体を修正する

ことを通じたコントロールを提供する（Ouchi

［1977］）。これは，本社と海外子会社双方の経

営権限を減少させる機能をもち，それらのマネ

ジャーの自由裁量性を低下させる（Bartlett

and Ghoshal［1989］）。また，公式化は，ルール

や手続きによる意思決定のルーティン化をもた

らすとともに，それが潜在的な慣性として働く

ため，変化している環境条件への迅速な適応に

限界があるとされる（Ghoshal and Nohria

［1989］）。したがって，公式化と「古典的適応」

は負の関係であると推測できる。

一方，公式化によって，海外子会社の行動に

ついて，ルールや手続きによるルーティン化が
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もたらされると，そのような既存ルーティンは，

現地での新しい能力，プロセス，ルーティンの

開発構築を阻害すると考えられ，「探索的適応」

活動は行われにくいことが推測される。また，

公式化は，本社の経営資源を海外子会社へ効率

よく移転するためには優れた面を有しているも

のの（Bartlett and Ghoshal［1989］），親会社か

ら経営資源を移転するほど，活用型学習の近視

眼的状態に陥りやすく，新しい能力を構築する

「探索」活動が阻害される可能性が出てくる

（Levinthal and March［1993］）。

仮説 4.1a：公式化は「古典的適応」を阻害す

る。

仮説 4.1b：公式化は「探索的適応」を阻害す

る。

4.2 社会化

社会化による調整メカニズムは，組織文化あ

るいは共通化された価値による規範的統合

（normative integration）である。社会化によ

る統合は，期待や物事をいかに行うかについて

の一体感を醸成し，共通の決定前提を形成する。

社会化プロセスは，マネジャーの教育と異動に

大きく依存する。具体的には，親会社または他

の拠点との人材交流，国際的なプロジェクト

チームやタスクフォース，または親会社での研

修プログラムなどに頻繁に参加することを通じ

て実現される。社会化によって，海外子会社は

ある程度の自由裁量権は維持され，公式化に存

在するような潜在的な慣性に縛られることな

く，柔軟に現地環境に適応することが可能とな

る。したがって，社会化は「古典的適応」と正

の関係であることが推測できる。

Ghoshal［1986］では，規範的統合が海外子会

社のイノベーションを促進するとされる。ま

た，Ghoshal and Bartlett［1988］は，包括的な

目標と共有される価値観は，海外子会社がイニ

シアチブを発揮するよう動機付け，海外子会社

のイノベーション創造を促進すると論じた。彼

らによれば，社会化は海外子会社のイノベー

ションの創造と伝播にプラスの影響を与えてお

り，それによって，海外子会社の多国籍企業グ

ループへの貢献を増強する。さらに，Nobel

and Birkinshaw［1998］は，現地市場向け製品

の改良や改善といった単純な適応の役割ではな

く，より高いレベルの基礎研究や開発研究の役

割を果たす国際クリエーター（international

creator）に対して，調整メカニズムとしては社

会化が望ましいとし，社会化とイノベーション

との正の関係を示している。

仮説 4.2a：社会化は，「古典的適応」を促進す

る。

仮説 4.2b：社会化は，「探索的適応」を促進

する。

Ⅳ 分析方法

１ データ収集

本稿では，新興国市場における現地適応の問

題を検討する。新興国市場は急速な発展を遂げ

ており，有望な市場として期待されると同時に，

高い不確実性も伴う。そのような新興国市場へ

の適応戦略の成否は，企業の競争優位に直接関

わる課題であるため，多くの企業に注視されて

いる。したがって，新興国市場のようなダイナ

ミックな環境を研究フィールドに設定すること

は，現地適応を論じる上で適すると言える。

本稿の定量分析に用いられたデータは質問票

調査から得たものである。質問票調査の各質問

項目に関しては，「はい」と「いいえ」で答えら

れる質問以外はすべて５段階のリッカート尺度

を採用していた。質問票調査の対象は，東洋経

済新報社の『海外進出企業総覧 2013』に収録さ

れた東アジアと東南アジアの日本企業の海外現
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地法人である。そのうち，⑴業種は製造業，⑵

事業内容は製造，⑶中国，韓国，台湾，香港，

インドネシア，シンガポール，タイ，フィリピ

ン，ベトナム，マレーシア，の３つの条件を満

たす合計 6128 法人を対象に実施した。『海外進

出企業総覧 2013』に収録された東アジアと東南

アジアの海外現地法人は，上記の 10ヶ国以外

に，モンゴルに 10 社，マカオ（中国）に 12 社，

ブルネイに４社，カンボジアに 35 社，ラオスに

10 社，ミャンマーに 18 社の現地法人があった

が，50 社以上が進出していることを選定の基準

としたため，今回の調査対象からは外した。調

査に回答のあった海外現地法人は，合計 700 法

人であった。質問票を送付した対象企業は

6128 法人であったが，そのうち住所変更などの

理由による未配達が 165 件あったので，修正送

付数は 5963 法人であり，実質回答率は 11.74％

であった。

質問票調査で，日本企業の海外現地法人から

700 通の回答を得たが，本稿の分析にあたって，

以下の基準により，分析の条件に合わない海外

子会社を除外した。まず，海外子会社が本調査

で定義した「現地適応活動」
2)
を実施している

か否かを確認した。本稿では，現地適応をして

いることが分析の前提になっているため，現地

適応活動を実施していないと回答した 170 社の

海外子会社をサンプルから除外した。次に，本

稿の分析では，業種を製造業に限定しており，

親会社の業種区分をコントロール変数としたた

め，親会社の業種が非製造業である海外子会社

はサンプルから外した。そして，本調査では，

海外子会社の製品が輸出専用かを質問して，輸

出専用と答えた海外子会社もサンプルから除外

した。最後に，今回の調査では，「古典的適応」

と「探索的適応」の測定項目において，現地適

応をしていると答えながらも，質問項目すべて

で「当てはまらない＝ 1」と回答している海外

子会社をサンプルから除外した。以上の条件に

よってデータを選別した結果，海外子会社 397

社を分析対象とした。そして，質問票調査から

得たデータ以外の情報に関しては，『海外進出

企業総覧 2013』と『日経NEEDS データベース』

から入手した。

２ 変数

2.1 被説明変数

本稿の被説明変数は，「古典的適応」と「探索

的適応」である。「古典的適応」は，第Ⅱ節で論

述した通り，「活用的適応」の場合と「探索的適

応」の場合の両方が含まれており，それが既存

能力によるものか現地での新しい能力構築によ

るものかを不問とする概念であった。本稿で

は，製品そのものが新しくなっている程度を「古

典的適応」の測定基準としている。一方，「探索

的適応」は，現地での新たな能力の開発，構築

による適応と定義しているため，製品開発プロ

セスが従来の開発プロセスと異なった方法もし

くはやり方で進められている程度を測定基準と

する。

「古典的適応」変数の得点は，「製品コンセプ

トが新しく考案された」，「製品が新しく設計さ

れた」，「製品の評価が新たに実施された」，「新

しい生産工程が採用された」の４項目の平均得

点を取った。「古典的適応」のクロンバックの

a係数は，0.608 である。一方，「探索的適応」

変数の得点は，「製品コンセプトがこれまでと

は異なったやり方で考案された」，「製品の設計

がこれまでとは異なったやり方で進められた」，

「製品の評価がこれまでとは異なったやり方で

進められた」，「生産工程の開発がこれまでとは

異なったやり方で進められた」の４項目の平均

得点を取った。「探索的適応」のクロンバック

の a係数は，0.751 である。

第 188 巻 第４号46

２）この調査では，現地適応活動を，「現地市場向けの

新しい製品の開発，製品の改良，製品の設計やソフ

トウェアの変更などの活動を指します。」と定義し

た。



2.2 説明変数

①自律性（autonomy）

海外子会社の「自律性」に関する尺度は，

OºDonnell［2000］と Birkinshaw, et al.［1998］

のオートノミーについての質問項目を参考にし

て作成しており，現地拠点における「製品設計

の変更」，「新製品の導入」，「製品価格の変更」，

「生産工程に関する変更」の４項目についての

決定権限の平均点を取った。「自律性」のクロ

ンバックの a係数は，0.734 である。

②コミュニケーション

「コミュニケーション」の尺度は，Birkinshaw,

et al.［1998］の質問項目を参考にしており，現

地拠点の管理者や技術者が親会社または他の拠

点との「通信」，「出張」，「情報共有」のそれぞ

れに関する程度の平均点を取った。クロンバッ

クの a係数は，0.631 である。

③海外子会社の位置づけ

「海外子会社の位置づけ」に関する尺度は，

Birkinshaw, et al.［1998］の海外子会社のリー

ダーシップに関する質問項目を参考にして作成

しており，親会社傘下のグローバルなグループ

企業の中において「信頼性が高い」と「製造能

力が高く評価されている」の２つの質問項目の

平均点を取っている。「海外子会社の位置づけ」

のクロンバックの a係数は，0.790 である。

④公式化と社会化

調整メカニズムとしての「公式化」と「社会化」

の尺度は，Ghoshal andNohria［1989］，Nohria and

Ghoshal［1994］，Nobel and Birkinshaw［1998］と

AmbosandSchlegelmilch［2007］を参考にして質

問項目を作成した。「公式化」に関する尺度は，

「明文化された規則や方針が，親会社から提供

されている」，「行動指針に関わる様々なマニュ

アルが，親会社から可能な限り提供されてい

る」，「親会社は，規則や方針が守られているか

を継続的にモニターしている」の３つの質問項

目の平均点を取っており，「社会化」に関する尺

度は，「他の拠点（親会社含む）との人材交流が

頻繁に行われている」，「他の拠点（親会社含む）

との間で国際的なプロジェクトチームやタスク

フォースに頻繁に参加している」，「現地の管理

者や技術者が，親会社での研修プログラムに頻

繁に参加している」の３つの質問項目の平均点

を取っている。「公式化」のクロンバックの a

係数は，0.845 で，「社会化」のクロンバックの

a係数は，0.753 である。

2.3 コントロール変数

「古典的適応」と「探索的適応」に影響するこ

とが予想される親会社関連の変数および海外子

会社関連の変数と産業ダミー変数をコントロー

ル変数に設定した。

①親会社の規模

親会社の規模は，海外市場で展開可能な能力

の大きさを示す（Hymer［1976］）。ユニークな

能力をもった多国籍企業は，範囲の経済を享受

することによって，海外での事業活動から高い

利益を獲得できる。親会社の規模は，親会社の

資本金で測定しており，親会社の資本金は『日

経NEEDS データベース』から入手した。

②親会社の資源利用

経営戦略における資源ベース理論（RBV）は，

ユニークな経営資源の蓄積や応用が競争優位の

源泉であることを明示している（Wernerfelt

［1984］; Barney［1991］）。本稿では，「親会社

の資源利用」の尺度に関して，「親会社の技術的

ノウハウ」，「親会社の設計図」，「親会社の技術

的マニュアル」，「親会社の IT システム上の

データ」，「親会社の知的財産（特許）」のそれぞ

れに関する親会社の資源が利用された程度の平

均値を取っている。「親会社の資源利用」のク

ロンバックの a係数は，0.847 である。

③親会社の研究開発集約度（R&D intensity）

親会社の研究開発集約度は，企業の技術的優

位性の尺度とみなされる（Caves［1996］）。技

術的優位性は，企業が独自に所有する優位性

（ownership advantage）の一部を構成する
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（Dunning［1988］）。また，研究開発集約度の

高い企業は，海外直接投資に積極的であると指

摘されている（Hennart and Park［1994］）。親

会社の研究開発集約度は，親会社の売上高研究

開発費比率（研究開発費/売上高）で測定してお

り，親会社の売上高研究開発費比率は『日経

NEEDS データベース』から入手した。

④過去の現地市場向け戦略

過去の現地市場向け戦略は，「親会社の製品

をベースとして構想された製品が現地市場に投

入されたことがある」，「親会社で既存の製品開

発プロセスに則って現地市場向けの製品が開発

されたことがある」，「親会社の品質や技術の標

準に則って評価した製品が現地市場に投入され

たことがある」，「本国向けもしくは他国向けの

製品が現地市場に投入されたことがある」の４

つの質問項目の平均値を取った。クロンバック

の a係数は，0.768 である。

⑤海外子会社の進出時期

海外子会社の進出時期は，海外子会社の設立

年で測定した。海外子会社の進出時期を加えた

理由は，一般的に経験の浅い企業は，経験豊富

な企業に比べて経営成果が劣ることが指摘され

ているからである（Stinchcombe［1965］）。海

外子会社の設立年は，『海外進出企業総覧 2013』

から入手した。

⑥海外子会社の規模

海外子会社の規模は，海外子会社の資本金で

測定した。海外子会社の資本金は，『海外進出

企業総覧 2013』から入手した。

以上のコントロール変数以外に，製品と顧客

の特性に関する変数である，「事業者向け製品」，

「ミドルレンジ市場」，「ローエンド市場」，「モ

ジュール製品」，「現地日系顧客向け」，「日本向

け輸出」，「先進国以外の国向け輸出」の７つの

変数を分析に加えた。これらのコントロール変

数は，ダミー変数として回帰分析に用いている。

「事業者向け製品」について，事業者向け製品

である場合は１，消費者向け製品である場合を

０とした。「ミドルレンジ市場」は，製品がミド

ルレンジ市場向けであれば１，その他の市場向

けであれば０とし，「ローエンド市場」は，製品

がローエンド市場向けであれば１，その他の市

場向けであれば０とした。「モジュール製品」

については，製品が他の製品と標準化されたイ

ンターフェースを介して接続される場合は１，

何らかの形でほかの製品とすり合わせが必要で

ある場合は０とした。「現地日系顧客向け」は，

製品の主たる顧客が現地の日系企業である場合

は１，その他は０とした。「日本向け輸出」は，

製品が日本に輸出されていれば１，そうでなけ

れば０とし，「先進国以外の国向け輸出」は，製

品が先進国（日本含む）以外の国に輸出されれ

ば１，そうでなければ０とした。

最後に，産業ダミー変数を分析に加えた。産

業分類は『海外進出企業総覧』の分類に基づい

ている。本稿の分析では，いくつかの産業にお

いて海外子会社の数が非常に少なかったため，

９つの産業にその他製造業を加えて 10 個の産

業分類にした。

Ⅴ 分析の結果と議論

表１は，分析に使われた変数の記述統計と変

数間の相関を示している。表２のモデル１は，

「古典的適応」に対するコントロール変数の影

響であり，モデル２は，説明変数を加えた際の

「古典的適応」に関する回帰分析である。モデ

ル３は，「探索的適応」に対するコントロール変

数の影響であり，モデル４は，説明変数を加え

た際の「探索的適応」に関する回帰分析である。

多重共線性に関しては，すべてのモデルにおい

て VIF 値が２以下であったので，問題はない

と考えられる。

分析結果によると，コントロール変数の中で

「親会社の研究開発集約度」，「ローエンド市場」

と「過去の現地市場向け戦略」が，「古典的適応」

についての影響が統計的に有意であるのに対し
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て，「事業者向け製品」と「日本向け輸出」は，

「探索的適応」について統計的に有意であった。

「親会社の資源利用」は，「古典的適応」と「探

索的適応」に関するすべてのモデルにおいて統

計的に有意な結果を示している。コントロール

変数の影響の符号を見ていくと，「ローエンド

市場」と「過去の現地市場向け戦略」が，「古典

的適応」にプラスの影響を与えるが，「親会社の

研究開発集約度」は，「古典的適応」にマイナス

の影響を与えている。一方，「探索的適応」に関

して，「日本向け輸出」はプラスの影響を与える

が，「事業者向け製品」はマイナスの影響を与え

ている。すべてのモデルにおいて有意である

「親会社の資源利用」は，「古典的適応」と「探

索的適応」の両方についてマイナスの影響を与

えている。

仮説について検証すれば，以下の通りである。

まず，説明変数である「自律性」，「コミュニケー

ション」と「公式化」は，モデル２とモデル４

の両方において統計的に有意でなかった。仮説

３に関する変数である「海外子会社の位置づけ」

は，モデル４において 10％水準で有意であっ

た。「社会化」に関しては，モデル２とモデル４

の両方において統計的に有意な結果が示され

た。したがって，仮説３，仮説 4.2a と仮説

4.2b が支持されたが，他の仮説は支持されな

かった。以下では，これらの統計結果について

解釈および議論を行う。

まず，「自律性」は，「古典的適応」と「探索

的適応」に与える影響に関して統計的に有意な

結果が見られなかった。既存研究によれば，「自

律性」は現地適応活動にプラスの影響を与える

と論じられているが，新興国における海外子会

社は，一般的に先進国の拠点より能力が低いと

考えられており，親会社から自律性が与えられ

たとしても，能力の低さのために，現地適応活

動をうまく展開できない可能性が高い。この見

方に立てば，「自律性」が「古典的適応」および

「探索的適応」を促進する作用が弱かったと解

釈できる。

次に，「コミュニケーション」も，「古典的適

応」と「探索的適応」に与える影響が統計的に

有意な結果が示されなかった。De Meyer

［1991］では，コミュニケーションは有効な研

究開発活動にとって重要な要素であるとされ，

Ghoshal［1986］によれば，高いレベルの親会

社-子会社間のコミュニケーションは，海外子

会社のイノベーションを促進するとされる。ま

た，Birkinshaw, et al.［1998］では，コミュニ

ケーションが海外子会社の貢献的役割を促進す

るとしており，貢献的役割を増強するためには，

親会社もしくは他の子会社からの能力を活用す

るのではなく，新しい能力を開発する必要があ

り，探索活動が求められる。このように，コミュ

ニケーションが海外子会社のイノベーションと

海外子会社の貢献的役割にプラスの影響を与え

るということで，「探索的適応」にプラスの影響

を与える一方，コミュニケーションを通じた親

会社または他の子会社からの経営資源の移転を

行うほど，活用型学習の近視眼的状態に陥りや

すく，新しい能力を構築する「探索」活動が阻

害されるというマイナスの影響も考えられるた

め，プラスとマイナスの影響が相殺して有意な

結果が出なかったと解釈できる。一方，「古典

的適応」に関しては，コミュニケーションは「活

用的適応」にプラスの影響を与える可能性が高

いが，コミュニケーションが「探索的適応」に

与える影響が上記のようにプラスとマイナスの

両方の作用があるため，「活用的適応」と「探索

的適応」の両方のケースを含む「古典的適応」

はそのような影響の相殺作用によって統計的に

有意な影響が見られなかったと言える。また，

コミュニケーションが権限委譲を促進する場合

に「古典的適応」へのプラスの影響と，権限委

譲を阻害する場合に「古典的適応」へのマイナ

スの影響が相殺して有意な結果が現れなかった

とも解釈できる。

そして，「公式化」に関しても，「古典的適応」
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（表１つづき）

変 数 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

１．古典的適応

２．探索的適応

３．事業者向け製品

４．モジュール製品

５．現地日系顧客向け

６．日本向け輸出

７．先進国以外の国向け輸出

８．海外子会社の規模

９．海外子会社の進出時期

10．親会社の規模 −0.022

11．親会社の研究開発度 −0.007 .276
＊＊

12．ミドルレンジ市場 0.049 0.003 −.205
＊＊

13．ローエンド市場 −0.009 −0.034 0.079 −.406
＊＊

14．親会社の資源利用 −0.046 0.07 .247
＊＊

−0.089 0.019

15．過去の現地市場向け戦略 −0.05 0.11 .125
＊

−0.06 0.014 .324
＊＊

16．自律性 −0.07 −0.027 −.226
＊＊

0.044 −0.023 −.337
＊＊
−0.083

17．コミュニケーション −0.024 .135
＊

0.105 −0.013 −0.059 .262
＊＊

.205
＊＊

−.139
＊＊

18．現地拠点の位置づけ −0.065 0.07 0.107 −0.041 −0.014 0.004 .136
＊＊

0.092 .132
＊＊

19．公式化 −0.066 0.064 0.095 −0.095 0.042 .262
＊＊

0.083 −.177
＊＊
.270

＊＊
0.044

20．社会化 −0.02 .179
＊＊

.194
＊＊
−.103

＊
−0.023 .299

＊＊
.190

＊＊
−0.096 .402

＊＊
.253

＊＊
.384

＊＊

（注）N＝397。
＊
p＜.05（two-tailed test）；

＊＊
p＜.01（two-tailed test）。

表１ 重回帰分析に使用した変数の記述統計と相関

変 数 平均値 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8

１．古典的適応 2.9156 0.93834

２．探索的適応 2.5145 0.97714 .644
＊＊

３．事業者向け製品 0.81 0.393 −0.079 −0.076

４．モジュール製品 0.35 0.478 0.01 0.012 0.083

５．現地日系顧客向け 0.38 0.486 −0.096 −0.054 .218
＊＊

.212
＊＊

６．日本向け輸出 0.37 0.483 0.08 .155
＊＊

0.077 0.096 0.029

７．先進国以外の国向け輸出 0.63 0.483 .112
＊

0.041 0.015 0.03 −0.051 .358
＊＊

８．海外子会社の規模 16996.76 43339.299 0.066 0.037 −.179
＊＊

−0.016 −.109
＊

−0.045 −0.051

９．海外子会社の進出時期 1994.36 51.888 0.014 −0.017 .138
＊＊

0.047 0.084 −0.066 −0.062 0.017

10．親会社の規模 52238.1 86938.735 0.089 .132
＊
−.125

＊
0.035 −.134

＊
0.059 0.068 .153

＊

11．親会社の研究開発度 4.707868 3.6983875 −0.04 0.012 −0.092 0.049 −0.095 0.054 0.047 0.072

12．ミドルレンジ市場 0.5078 0.50059 −0.082 −0.031 0.034 0.038 0.094 −0.012 −0.01 −0.034

13．ローエンド市場 0.138 0.34537 0.08 0.023 −0.052 0.013 −0.014 0.053 0.025 0.007

14．親会社の資源利用 3.9297 1.02136 −0.007 −0.055 0.016 .105
＊

−0.001 0.04 0.066 0.028

15．過去の現地市場向け戦略 4.1509 0.95134 .131
＊＊

0.032 0.025 −0.02 0.006 0.031 .102
＊

0

16．自律性 3.588 1.04465 0.038 0.097 −0.075 −.181
＊＊
−.131

＊＊
−0.062 0.055 −0.063

17．コミュニケーション 3.4242 0.84156 .106
＊

.101
＊

−0.047 0.024 0.063 0.058 0.085 −0.044

18．現地拠点の位置づけ 3.4874 0.92564 .177
＊＊

.164
＊＊

−0.083 0.042 −0.024 0.053 0.06 0.055

19．公式化 3.7221 1.08104 0.048 −0.006 0.031 0.086 0.004 −0.041 0.031 −0.08

20．社会化 2.7761 0.98645 .220
＊＊

.179
＊＊

−0.009 0.063 0.022 0.036 0.028 −0.024

（注）N＝397。
＊
p＜.05（two-tailed test）；

＊＊
p＜.01（two-tailed test）。



と「探索的適応」に与える影響が統計的に有意

な結果が現れなかった。まず，「古典的適応」に

関して，新興国市場戦略において海外子会社は，

往々にして能力の不足が問題となり，親会社か

らの能力を移転し現地拠点を支援する必要があ

る。公式化は，本社の経営資源を海外子会社へ

効率よく移転するのに優れた面を有していると

される（Bartlett and Ghoshal［1989］）。した

がって，公式化によって親会社からの能力の移

転が進み，その移転された能力を活用しながら

現地適応活動を行う「活用的適応」がもたらさ

れると考えられる。Nobel and Birkinshaw

［1998］は，既存の製品やプロセスを現地ニー

ズに適応させる役割を果たす研究開発拠点を

ローカル適応者（local adaptor）とし，そのよう

な拠点に対するコントロールのモードは，公式

化が望ましく，公式化と「活用的適応」は正の

関係であることを示している。このように，公

式化は「活用的適応」にプラスの影響を与える

一方，ルールや手続きによる意思決定のルー

ティン化をもたらすため，現地での新しい能力

やルーティンの開発による「探索的適応」活動

を阻害する影響も与える。よって，「公式化」が

「古典的適応」に与える影響は，「活用的適応」

に対するプラスの影響と「探索的適応」に対す

るマイナスの影響の相殺作用によって有意な結

果が見られなかったと言える。

コントロール変数の統計結果については，以
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表２ 親会社-海外子会社間関係が「古典的適応」と「探索的適応」に与える影響の回帰分析

古典的適応 探索的適応

モデル１ モデル２ モデル３ モデル４

係数 有意確率 係数 有意確率 係数 有意確率 係数 有意確率

（定数） 1.726 .387 .837 .678 3.184 .116 1.653 .425

事業者向け製品 −.219 .236 −.064 .729 −.313
＊

.093 −.083 .662

モジュール製品 .161 .268 .040 .787 .025 .863 −.064 .668

現地日系顧客向け −.188 .208 −.229 .122 −.017 .911 −.084 .580

日本向け輸出 −.014 .925 .021 .884 .289
＊

.052 .370
＊＊

.013

先進国以外の国向け輸出 .180 .220 .119 .415 −.108 .466 −.146 .329

海外子会社の規模 .000 .310 .000 .103 .000 .766 .000 .379

海外子会社の進出時期 .001 .607 .000 .628 .000 .958 .000 .984

親会社の規模 .000 .189 .000 .332 .000 .103 .000 .192

親会社の研究開発集約度 −.027 .171 −.041
＊

.053 −.010 .624 −.021 .333

ミドルレンジ市場 −.060 .684 .072 .626 −.162 .281 −.063 .679

ローエンド市場 .327 .104 .426
＊＊

.031 −.176 .385 −.160 .429

過去の現地市場向け戦略 .164
＊＊

.021 .140
＊＊

.049 .078 .277 .044 .543

親会社の資源利用 −.150
＊＊

.041 −.220
＊＊＊

.005 −.147
＊＊

.048 −.161
＊＊

.043

産業ダミー あり あり あり あり あり あり あり あり

自律性 −.012 .858 .055 .419

コミュニケーション .007 .942 .060 .519

現地拠点の位置づけ .083 .234 .133
＊

.066

公式化 .045 .507 .004 .957

社会化 .282
＊＊＊

.001 .194
＊＊

.026

R2乗 0.164 0.267 0.135 0.214

F値 1.825
＊＊

2.579
＊＊＊

1.455
＊

1.927
＊＊＊

（注）N＝397。
＊
p＜.10（two-tailed test）；

＊＊
p＜.05（two-tailed test）；

＊＊＊
p＜.01（two-tailed test）。



下のように解釈する。

「親会社の研究開発集約度」が「古典的適応」

に与える影響に関しては，モデル２で 10％水準

で有意であった。親会社において研究開発活動

が活発であるほど，「古典的適応」が進まない結

果であった。Kobrin［1991］は，研究開発集約

度はグローバル統合を促すと主張している。高

い技術力をもつ企業は，現地へ技術を移転する

意欲が高く，現地市場向けに新たに製品開発を

行う意欲は低いと予想されるため，「親会社の

研究開発集約度」が「古典的適応」にマイナス

の影響を与えると考えられる。

「過去の現地市場向け戦略」の「古典的適応」

に及ぼす影響は，モデル１とモデル２の両方に

おいて５％水準で有意であった。過去に現地市

場向けの戦略を実施したことがある企業ほど，

「古典的適応」を促進することが示された。過

去の経験によって親会社の製品や既存の製品開

発プロセスや評価基準などは現地拠点に蓄積さ

れており，現地市場向けに従来の製品開発プロ

セスに則った製品開発は促進されるものの，既

存の能力が制約要因となって，「探索的適応」が

促進されることにはならないと考えられる。

「ローエンド市場」ダミー変数の「古典的適応」

に与える影響については，モデル２で５％水準

で有意であった。製品が現地のローエンド市場

向けである場合，「古典的適応」が促進される。

製品戦略において，多くの先進国企業は，後発

の新興国市場を先進国市場の補完的市場と位置

づけ，先進国市場で築き上げた製品ラインから

ローエンドのものを選択したり，または低機能

化して持ち込むなどとしてきたが，その製品ラ

インの中のローエンド製品は新興国市場におい

てはミドルレンジ市場向けの製品になる可能性

が高く，新興国のローエンド市場向けの製品は

新たに設計して現地市場のニーズに適応する必

要があったと考えられる。

「日本向け輸出」ダミー変数の「探索的適応」

に与える影響に関しては，モデル３で 10％水

準，モデル４で５％水準で有意であった。製品

が日本に輸出される場合，「探索的適応」が進む

傾向が示された。一般的に，日本向けに輸出す

る製品である場合，親会社から指定された工程

表に基づいて開発もしくは生産することが想定

されるが，日本向けの輸出製品であっても，「探

索的適応」が行われているということは，「リ

バース・イノベーション」（Govindarajan and

Trimble［2012］）に近い状態であるように思わ

れる。

「事業者向け製品」ダミー変数の「探索的適応」

に与える影響に関しては，モデル３で 10％水準

で有意の結果が見られた。製品が事業者向けで

ある場合，「探索的適応」が行われない傾向が確

認できた。日本企業はサプライヤーや顧客など

の取引先と密接な関係を維持する場合が多く，

海外進出する際にも，取引先に追随して海外に

進出するケースが多く見られた。変数相関表１

で「事業者向け製品」と「現地日系顧客向け」

の相関が示しているように，製品が事業者向け

である場合，取引相手は現地の日系企業である

可能性が高い。そういった場合は，もともと日

本で取引関係があって，海外においても同様の

取引形態を維持する可能性が高いため，現地で

新しい能力を構築することによる適応の可能性

が低くなると考えられる。よって，製品が事業

者向けの場合，「探索的適応」は行われない傾向

が見られた。

最後に，「親会社の資源利用」が，「古典的適

応」と「探索的適応」に与える影響に関して，

モデル１で５％水準，モデル２で１％水準，モ

デル３とモデル４で５％水準とすべてのモデル

において有意であった。まず，「古典的適応」に

関して，親会社の資源を利用するほど，「古典的

適応」は阻害される。海外子会社で親会社の資

源を利用するほど，国際統合が進むと考えられ

るが（椙山［2005］），本国との統合に重点を置

いた組織を構築すると，現地の知的資源をうま

く活用できない可能性がある。逆に，現地の知
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識や資源を活用するためには，現地に適応した

組織を構築する必要があるという議論がなされ

ているが，現地適応した組織では，往々にして

本国で構築してきた能力をうまく活用できない

という問題に直面する。このように，統合と現

地適応はトレードオフの関係にあり，統合と現

地適応は互いに阻害するというジレンマを抱え

ている。本国の経営資源の移転によるグローバ

ル統合は，現地適応を阻害するため，親会社の

資源を利用するほど，「古典的適応」が阻害され

ることは理解できる。一方，「探索的適応」に関

しても，親会社の資源を利用するほど，「探索的

適応」は阻害されるという結果が出ている。

March［1991］によると，本国で蓄積された優

位性のある能力を現地で「活用」することと，

現地で新しい能力を「探索」することは基本的

に両立が難しいとされる。特に，自社の組織能

力に何らかの硬直性がある場合，既存組織が新

たな競争優位の構築を阻害することが考えられ

る。現地市場に適応する新しい能力の開発は，

海外拠点の「探索」活動によって実現されうる

が，優位性のある本国資源の利用は，現地にお

ける探索活動を阻害する可能性が考えられる。

こうした側面を考慮すれば，「親会社の資源利

用」が，「古典的適応」と「探索的適応」にマイ

ナスの影響を与えると解釈できる。

Ⅵ 結論とインプリケーション

本稿では，親会社-海外子会社間関係の要因

が「古典的適応」と「探索的適応」に与える影

響について定量分析を行った。分析結果から，

「社会化」は「古典的適応」と「探索的適応」

の両方に与える影響は統計的に有意であり，「海

外子会社の位置づけ」は「探索的適応」に有意

な結果が見られた。その他に関しては統計的に

有意な結果が出なかった。結論をまとめると，

「社会化」は，「古典的適応」と「探索的適応」

の両方を促進しており，「海外子会社の位置づ

け」は「古典的適応」ではなく「探索的適応」

のほうを促進することが確認できており，他の

親会社-海外子会社間関係の要因である「自律

性」，「コミュニケーション」と「公式化」は，

「古典的適応」と「探索的適応」について有意

な結果が確認できなかった。

「海外子会社の位置づけ」は，「古典的適応」

ではなく「探索的適応」に正の効果をもたらし

た。多国籍企業グループにおいて評判が高いま

たは信頼性が高いと正当性が付与されると，海

外子会社は「多国籍企業に貢献する」という制

度環境からのプレッシャーにさらされ，新たな

能力の開発に駆り立てられる。もしくは，この

ような受け身的ではなくより主体的に「自らが

リーダーである」と積極的に受け止め，リーダー

たる役割を果たそうとしていることを意味して

いるのかもしれない。新興国市場において新た

な能力を開発するためには，海外子会社がどの

ように制度的な正当性を戦略的に獲得すること

ができるのかが重要であることが示唆される。

「社会化」は，「古典的適応」と「探索的適応」

の両方において正の効果をもたらした。特に，

「社会化」が「探索的適応」に正の影響を与え

るということは，目標や価値観などが共有され

れば，海外子会社は自身だけの目的や利益のた

めではなく，多国籍企業全体の目標を念頭に置

き，多国籍企業グループへの貢献を前提に行動

することを意味する。多国籍企業のコントロー

ル・モードの中で，社会化だけが統計的な有意

性を示したため，新興国市場における海外子会

社をコントロールする上では，社会化がより有

効な手段であることが示唆される。

グローバル企業と呼ばれてきた日本企業

（Bartlett and Ghoshal［1989］）は，本国の優位

性を基盤に本国の重要な能力を，海外に移転・

展開する形での現地適応を行ってきたと言われ

ている。これは，「活用的適応」と同様のことを

意味する。現地企業に対して外国企業が保有す

る資源の優位性を前提とする視点に立てば，高
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い技術力のある日本企業が，自国や他の先進国

市場だけではなく，新興国市場においても成功

することが当然のように思えるが，新興国市場

での成功例は少ないと指摘されている。それは

日本企業のこれまでの「活用的適応」戦略があ

まり功を奏していないことを意味しているのか

もしれない。つまり，日本企業が本国で培って

きた能力を新興国市場に移転・展開することが，

それだけでは新興国市場で通用しない可能性を

示唆している。先進国企業のこれまでに事業を

成功に導いた戦略が先進国市場をベースに形成

され，能力もおおむね本国など先進国市場に依

拠しているため，市場条件や資源条件が大きく

異なる市場に参入する場合には新たな能力を構

築する必要があるからである（天野［2010］）。

本稿では，新興国市場において，本国で蓄積さ

れなかった新たな能力の開発を通じて，新興国

市場に適応する「探索的適応」の概念を開発し，

「古典的適応」と比較しながら，それらが多国

籍企業の組織要因によってどのように規定され

るかを明らかにしてきた。本稿で明らかにした

分析結果は，これまでの現地適応についての先

行研究を補完し，日本企業の現地適応活動につ

いてより詳細な知見を提供するものと考える。

付属資料 定量分析で用いた変数の測定

各質問に対して，否定的な回答「当てはまらない＝1」

から，肯定的な回答「当てはまる＝5」までの５段階の

リッカート尺度で回答。

被説明変数

１．古典的適応

a．製品コンセプトが新しく考案された。

b．製品が新しく設計された。

c．製品の評価が新たに実施された。

d．新しい生産工程が採用された。

２．探索的適応

a．製品コンセプトがこれまでとは異なったやり方で

考案された。

b．製品の設計がこれまでとは異なったやり方で進め

られた。

c．製品の評価がこれまでとは異なったやり方で進め

られた。

d．生産工程の開発がこれまでとは異なったやり方で

進められた。

説明変数

１．自律性

a．現地拠点における製品設計の変更

b．現地拠点における新製品の導入

c．現地拠点における製品価格の変更

d．現地拠点の生産工程に関する変更

２．コミュニケーション

a．貴拠点の管理者や技術者は，親会社または他の拠

点と頻繁に通信している。（1＝月に１回以下，3＝

一週間に１回程度，5＝毎日）

b．貴拠点の管理者や技術者は，親会社または他の拠

点へ頻繁に出張している。（1＝年に１回以下，3

＝四半期に１回程度，5＝月に２回以上）

c．貴拠点の管理者や技術者は，親会社または他の拠

点と情報共有している。

３．海外子会社の位置づけ

a．貴拠点はグループ企業全体の中で信頼性が高い。

b．貴拠点の製造能力はグループ企業全体の中で高く

評価されている。

４．公式化

a．明文化された規則や方針が，親会社から提供され

ている。

b．行動指針に関わる様々なマニュアルが，親会社か

ら可能な限り提供されている。

c．親会社は，規則や方針が守られているかを継続的

にモニターしている。

５．社会化

a．他の拠点（親会社含む）との人材交流が頻繁に行

われている。

b．他の拠点（親会社含む）との間で国際的なプロジェ

クトチームやタスクフォースに頻繁に参加してい

る。

c．現地の管理者や技術者が，親会社での研修プログ

ラムに頻繁に参加している。

コントロール変数

１．親会社の資源利用

a．親会社の技術的ノウハウが利用された。

b．親会社の設計図が利用された。

c．親会社の技術的マニュアルが利用された。

d．親会社の ITシステム上のデータが利用された。

第 188 巻 第４号54



e．親会社の知的財産（特許）が利用された。

２．過去の現地市場向け戦略

a．親会社の製品をベースとして構想された製品が現

地市場に投入されたことがある。

b．親会社で，既存の製品開発プロセスに則って現地

市場向けの製品が開発されたことがある。

c．親会社の品質や技術の標準に則って評価した製品

が現地市場に投入されたことがある。

d．本国向けもしくは他国向けの製品が現地市場に投

入されたことがある。

３．事業者向け製品

当該製品は，「事業者向け」ですか，「消費者向け」で

すか？（事業者向け＝1，消費者向け＝0）

４．ミドルレンジ市場，ローエンド市場

当該製品は，主に次のどの市場向けですか？（ハイエ

ンド市場，ミドルレンジ市場，ローエンド市場）

５．モジュール製品

当該製品は，他の製品と標準化されたインターフェー

ス（例：パソコンのUSB，乗用車のホイールなど）を介

して接続される。（はい＝1，いいえ＝0）

６．現地日系顧客向け

主たる顧客が現地の日系企業である。（はい＝1，いい

え＝0）

７．日本向け輸出

当該製品は，日本に輸出されている。（はい＝1，いい

え＝0）

８．先進国以外の国向け輸出

当該製品は，先進国（日本含む）以外の国に輸出され

ている。（はい＝1，いいえ＝0）
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